
目標 主要施策 細分① 細分② 細分③ 指標名

人口増減数（自然、社会増減）

北海道型地域構造の保持・形成に向けた取組数

第二次医療圏域ごとの人口変動率

冬期におけるランデブーポイントまでのアクセス時間

地方自治法に基づく広域連携組織数

定住自立圏形成協定の締結又は定住自立圏形成方針の策定により形成された定住自立圏の数

地域公共交通網形成計画等を策定した地方公共団体数

地域交通確保に向けた取り組みを実施している市町村数

地域連携クリティカルパス導入第二次医療圏数

旅客流動人員（道内、道内道外間）

「できれば今と同じ市町村に住んでいたい」と考える人の割合

人口100人未満の集落数、高齢化率が50％を超える集落数

集落対策を実施している市町村（集落がある市町村のうち、集落対策として生活交通の確保や買
い物支援などの対策を実施している市町村の数）

Wi-Fiを提供している道内自治体数

ブロードバンドサービス契約数

食料品など日々の買い物に「満足している」、「やや満足している」人の割合

救急自動車による搬送時間が1時間以上の救急患者割合

グリーン・ツーリズム関連施設数

転入超過の市町村数

空家等対策計画を策定している市町村数

道内市町村における空き家バンク等の設置状況

一般診療所数

スーパー事業所数、コンビニエンスストア店舗数

人口１０万人当たりの病院病床数

まちなか居住公営住宅ストック戸数

サービス付き高齢者向け住宅数

子育て支援公営住宅管理戸数

一人当たり都市公園面積

大規模小売店舗新設届出数（北海道、札幌、地方、その他）

北海道あったかファミリー応援企業登録制度　登録企業数

札幌市の人口社会増減数（道内、道外）

合計特殊出生率（札幌市）

保育所待機児童数

ワークライフバランス認証企業数

都心の区域内実容積率

誘致施策を活用した立地企業数

稚内・コルサコフ（サハリン）定期航路の旅客数

北海道の対ロシア貿易額

道内港湾入港ロシア船舶数

離島航空路旅客数

離島航路の旅客数

北海道移住促進協議会　会員市町村数

北海道体験移住「ちょっと暮らし」実施市町村数、体験居住参加者数、滞在日数

北海道Ｕ・Ｉターンサポートデスク 求職者数、求人数、就職決定者数(累計）

男女共同参画に関する条例・計画を策定している市町村数

女性(25～44歳）の就業率

高齢者(65歳以上）の就業率

高等学校設置数(市部、郡部）

北海道の高等学校卒業生の大学進学者数（大学所在地別）

道内新規大学等卒業者の就職状況（求職者数、就職者数、道内就職割合）

（地方部の市街地）

モニタリング指標について

人が輝く地
域社会の形
成

【人が輝く
地域社会】

（１）北海道型地域構
造の保持・形成に向
けた定住・交流環境
の維持増進

（地方部の生産空間）

（札幌都市圏）

（基礎圏域の形成）

（基礎圏域中心都市）

（２）北海道の価値創
像力の強化に向けた
多様な人材の確保・
対流の促進

（国境周辺地域の振興）

（共助社会づくり、「活
動人口」の確保）

参考資料６
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NPO認証法人数

旅客施設・車両等のバリアフリー化状況

公営住宅におけるユニバーサルデザイン住宅比率

北海道新幹線（新函館北斗～札幌間）の進捗状況

北海道新幹線による交流者数

旅客流動人員（東北、関東と道内間）

道民一人当たりの道外との交流数

日本人出国者数（住所　北海道）

市町村の海外姉妹友好提携数（国別）

JICAによる海外研修員の受入人数(分野別）

留学生受入人数(全国、北海道）

道内企業の地域別海外拠点数（自社による海外拠点、その他）

住民参加や協働のまちづくりを推進する市町村数

地域おこし協力隊員数

産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画認定数(累計）

「地域や社会をよくするために何をなすべきかを考えることがありますか」への回答割合

パートナーシップ活動プラットフォーム設置件数・参加者数

北方領土隣接地域の一人当たり主要生産額

北方隣接地域の漁業生産量

北方領土隣接地域の漁獲金額

北方隣接地域の生乳生産量

北方領土隣接地域への観光入込客数

北方領土隣接地域の外国人宿泊客数

四島交流実施状況

北方領土返還要求署名数（累計）

アイヌ文化財団が実施する講演会の延べ参加人数

アイヌの伝統等生活空間の再生事業の体験交流活動の実施回数

小中学生向け副読本の作成・配布数

アイヌ文化財団所蔵資料の空港展示（イランカラプテキャンペーン）

イランカラプテキャンペーンサポーター登録企業数

北海道アイヌ生活実態調査の調査対象とした市町村数及び人数

民族共生象徴空間への年間来場者数

①農業総産出額、②全国シェア

農業産出額の内訳（①米、②野菜、③畑作物、④畜産）

①耕地面積、②全国シェア

GPSガイダンスシステムの累計導入台数

①GPS自動操舵装置累計出荷台数

農地所有適格法人数

コントラクター組織数

TMRセンター数

①農業経営体数、②１経営体当たり経営耕地面積

担い手への農地の利用集積率

米の10アール当たりの労働時間

水田の大区画化割合

水稲の直播栽培面積

農業就業人口

食料自給率（カロリーベース）

①木材需要量（供給量）、②木材自給率

用途別木材需要量（供給量）　（①製材用、②パルプ用、③合板等用）

木材関連工業事業所数

木材関連工業出荷額

木材産業付加価値率

【世界に目
を向けた産
業】

世界に目を
向けた産業
の振興

（１）農林水産業・食
関連産業の振興

①イノベー
ションによ
る農林水
産業の振
興

（北日本や海外との
「人の対流」）

人が輝く地
域社会の形
成

【人が輝く
地域社会】

（４）アイヌ文化の振
興等

（３）北方領土隣接地
域の安定振興

（２）北海道の価値創
像力の強化に向けた
多様な人材の確保・
対流の促進

（共助社会づくり、「活
動人口」の確保）

（地域づくり人材の発
掘・育成）

（イノベーションによる
農業の振興）

（イノベーションによる
林業・木材産業の振
興）
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木材・木製品の輸出動向（品目別）

①林業労働者数（雇用形態別）、②通年雇用割合

林業新規参入者数の推移

林業事業体の生産性（素材生産）

高性能林業機械を利用した素材生産の割合

道産カラマツ・スギ住宅数（累計）

木造住宅：①着工戸数、②木造率

人工造林面積

食用魚介類自給率（北海道、全国、地域別）

漁業経営体数

漁業就業者数

新規漁業就業者数

海面漁業・養殖業生産額、全国シェア

海面漁業・養殖業生産量

漁業生産に占める栽培漁業生産の割合（生産量・生産額）

海面漁業漁労所得（北海道太平洋北区、北海道日本海北区、全国）

漁場開発面積

種苗放流数

屋根付き岸壁等を整備した漁港数

食料品製造業の付加価値率

①食料品製造業出荷額、②全製造業に占める割合

①食料品製造業従業者数、②全製造業に占める割合

６次産業化・地産地消法に基づく認定件数

６次産業化：①取組事業体数、②年間販売総額

YES!clean農産物表示制度：①登録集団数、②登録生産者数

GAPの導入産地数

道産食品登録商品数

食品製造業の付加価値額

食料品製造業立地件数（新規、増設）

農水産品活用率

HACCP手法による衛生管理導入施設数（累計）

①「食料品及び動物」輸出額、②「魚介類及び調整品」輸出額、③輸出総額に占める「食料品及び
動物」の割合

「食料品及び動物」輸出額に占める「魚介類及び調整品」の割合

輸出額の全国シェア：①「食料品及び動物」、②「魚介類及び調整品」

「食料品及び動物」の地域別輸出額

新規就農者数（形態別）

アグリビジネス取組件数

（豊富な地域資源の活
用） 道民との協働による森林づくりの参加者数

圏域別観光入込客数・宿泊客延数

日本人旅行者数（道内客・道外客）

道内空港・港湾からの外国人入国者数

圏域別訪日外国人来道宿泊客延数

国籍別訪日外国人来道者数

訪日外国人の都道府県別訪問率

月別客室稼働率

観光消費額

主な宿泊地が北海道の訪日外国人一人一回当たり旅行消費単価

観光客の平均消費額（札幌市）

観光客の再訪意向（札幌市）

観光地としての総合満足度（札幌市）

さっぽろ雪まつり来場者数

小樽雪あかりの路来場者数

（「食」の総合拠点づく
り）

③食の海
外展開

④地域資
源を活用
した農山
漁村の活
性化

（農山漁村の活性化）

（２）世界水準の観光
地の形成

（世界に通用する魅力
ある観光地域づくり、
観光旅行消費の一層
の拡大）

【世界に目
を向けた産
業】

世界に目を
向けた産業
の振興

（１）農林水産業・食
関連産業の振興

①イノベー
ションによ
る農林水
産業の振
興

②「食」の
高付加価
値化と総
合拠点づ
くり

（イノベーションによる
水産業の振興）

（イノベーションによる
林業・木材産業の振
興）

（「食」の高付加価値
化・競争力強化）
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「シーニックバイウェイ北海道」の指定ルート数、関係市町村数

「シーニックバイウェイ北海道」の候補ルート数

「シーニックバイウェイ北海道」の活動団体数

「シーニックバイウェイ北海道」の活動数

河川空間を活用したサイクリング利用可能延長

外国人観光客の満足度（札幌市）

外国人観光客の再訪意向（札幌市）

道内空港を発着する国際線就航路線数

道内通訳案内士合格者数

国際観光ホテル・国際観光旅館登録数

外国人へのレンタカー貸渡台数

無料Wi-Fiサービス提供箇所数

消費税免税店の店舗数

JNTO認定外国人観光案内所数

クルーズ船寄港隻数

クルーズ船利用者数

国際会議の開催件数

国際会議の参加人数

スポーツ合宿の実施市町村数

（北の優位性の活用） 情報産業：①売上高、②従業員数

「苫東」における企業立地件数

工業所有権の登録件数

産学官の共同研究の件数

バイオ企業：①売上額、②従業員数、③研究開発従業員数

製造業：①事業所数、②従業員数

製造品出荷額

①製造品出荷額の分野別構成比、②製造業の付加価値率

就業率

充足率

開業率

医療業従業者数

看護師等就業者数

介護従事者数

保育所等従事者数

医療品・医薬機器生産金額

建設業就業者のうち29才以下の就業割合

（域内投資等の促進） PFI事業数

地域団体商標新規登録数（累計）

中小企業支援事業の認定状況（累計）

道内総固定資本形成

工場立地件数

圏域別工場立地件数

設備投資額の対前年増加率

設備投資額の業種別構成割合

輸送機関別輸送量（貨物）

主要品目別輸送量（貨物）（①農水産品、②鉱産品、③化学工業品、④金属機械工業品、⑤特種
品等、他）

高規格幹線道路整備率

高規格幹線道路開通延長

高規格幹線道路によるネットワーク状況

道内空港の国際線・国内線乗降客数

船舶乗降人員数

港湾取扱貨物量

入港船舶総トン数

（インバウンド新時代に
向けた戦略的取組）

（MICEの誘致・開催促
進と外国人ビジネス客
等の積極的な取り込
み）

（３）地域の強みを生
かした産業の育成

（産業集積の更なる発
展）

（地域消費型産業をは
じめとする地域経済の
活性化）

（産業を支える人流・物
流ネットワークの整備
等）

（外国人旅行者の受入
環境整備）
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外貨コンテナ取扱個数

パナマックス船の入港隻数

貿易額（①輸出、②輸入）

品目別輸出額（①食料品・動物、②機械類・輸送用機器、③原料別製品、他）

地域別輸出先（①アジア、②米国、③西欧、他）

森林面積

保安林面積

自然公園利用者数

ラムサール条約登録湿地：①箇所数、②面積

多様な樹種・林齢で構成された森林の造成面積

青少年向け木育教室等の実施校

①エゾシカ個体数、②捕獲数、③捕獲頭数に占める利活用率

①景観行政団体数、②計画策定団体数

タンチョウ生息数

地域と一体となって水辺の魅力の向上を図り地域振興や観光での利用の取組を実施した市町村
数

公共用水域における環境基準（BOD又はCOD）の達成率

汚水処理人口普及率

（循環型社会の形成） 一般廃棄物：①総資源化量、②リサイクル率

産業廃棄物：①排出量、②再生利用率、③最終処分量

産業廃棄物種類別排出量

リサイクルポート立地企業における取扱資源循環量（苫小牧　石狩湾　室蘭各港）

（低炭素社会の形成） ①森林蓄積、②森林の炭素貯蔵量

間伐面積

緑化樹養成量

①温室効果ガス排出量、②一人当たり温室効果ガス排出量

エネルギー需給状況

発電電力量

木質バイオマスエネルギー利用量

新エネルギー実績

北海道水素地域づくりプラットフォーム会合延べ参加者数

北方型住宅の登録・保管戸数（累積）

低公害車普及率

防災訓練の実施状況（開発局実施の他機関参加防災訓練件数）

防災訓練の実施状況（市町村実施の訓練件数）

自主防災組織活動カバー率

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に沿った協議会等に参画し、減災のための取組を河川管理者
と一体となって推進している自治体数

国管理河川におけるタイムラインの策定数

（冬期災害への対応） 冬期災害に備えた防災訓練の実施市町村数

国道の通行止め延べ時間（年度、うち冬期間）

北海道における冬型交通事故発生件数

耐震強化岸壁整備状況

水道施設の耐震適合率（基幹管路）

防災拠点となる公共施設等の耐震化率

最大クラスの津波に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上に繋がる訓練
（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市町村の割合

活発な火山活動等があり、噴火に伴う土砂災害のおそれがある火山における火山砂防ハザード
マップ整備率

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に沿って、「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」として堤防のかさ上
げ等を実施した区間の延長（国管理）

「水防災意識社会 再構築ビジョン」に沿って、「危機管理型ハード対策」として決壊までの時間を
少しでも引き延ばす堤防構造の工夫を実施した区間の延長（国管理）

戦後最大規模の洪水などに対し、河川整備により解消される浸水面積（国管理河川）

土砂災害警戒区域等に関する基礎調査結果の公表数及び区域指定数

最大クラスの洪水・内水に対応したハザードマップを作成・公表し、住民の防災意識向上に繋がる
訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施した市町村の割合

既存レーダ雨量計の改良により、高精度な雨量観測が可能となった基数

（地震・津波災害、火山
噴火等の大規模自然
災害への対応）

（気候変動等による水
害・土砂災害リスクへ
の対応）

②環境負
荷の少な
いエネル
ギー需要
構造の実
現

（再生可能エネルギー
の更なる導入に向けた
取組）

（暖房用熱源や自動車
燃料等北海道の地域
特性を踏まえた取組）

（２）強靭な国土づくり
への貢献と安全・安
心な社会基盤の形成

①激甚化・
多様化す
る災害へ
の対応

（「人命を守る」ための
体制づくり）

［強靱で持
続可能な
国土］

強靱で持続
可能な国土
の形成

（１）恵み豊かな自然
と共生する持続可能
な地域社会の形成

①環境と
経済・社会
の持続可
能性の確
保

（自然共生社会の形
成）

（３）地域の強みを生
かした産業の育成

（産業を支える人流・物
流ネットワークの整備
等）
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（国家的規模の災害時
におけるバックアップ
拠点機能の確保）

リスク分散による企業立地件数

（災害時における食料
の安定供給の確保） 耐震性能を強化した岸壁等の施設整備を行った漁港数

道路橋の点検実施率（全道路管理者）

港湾施設の維持管理・更新等に係るコスト算定率

（交通安全対策の推進）ランブルストリップス整備延長

交通事故発生件数、死者数

船舶海難隻数 （北海道、全国）

災害エキスパート登録者数（河川及び道路）

インフラ老朽化対策に関する講習会の受講市町村カバー率

（強靭な国土づくりを支
える人材の育成）

②我が国
全体の国
土強靭化
への貢献

（インフラ老朽化対策
の推進）

③安全・安
心な社会
基盤の利
活用
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